
環境・社会のサステナビリティ2010～戦時・戦後復興 日本経済の高度成長・ 
製造業のグローバル化

サービス産業の成長・ 
不確実性の高まり
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社会の発展を支える物流と日本通運

地球温暖化をはじめとする環境問題が顕在化した1990年代初頭、
国内のCO2排出量の約2割を占める運輸業界のリーディングカンパ
ニーである当社は、他に先駆けて排気ガス問題への取り組みを開始。
専任部署を設置し、1993年には、地球環境保全への基本理念を制
定。低公害車の導入や梱包資材の省資源化、共同配送などによる効
率化、トラック中心から鉄道・船舶利用へのモーダルシフトなど、地球
に優しい輸送を推進。事業を通した環境保全活動以外にも、資源循
環や生態系保全への取り組みを進めています。

（年度）2019 2020201620132010200019901980197019601950194019301872 1880

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0
海外売上高

売上高の推移

近世の輸送・通信事業者を束ねる形で創業し、戦時下での
円滑な物資供給のための国策会社として発足。戦後、組織
再編を経て、1950年、株式を上場し、国策会社の性質を排
除した民間企業として再出発しました。
当社は、小運送業者をまとめる通運業から始まり、日本全土
に自動車（トラック）輸送網を広げるとともに、いち早く国内
外の船会社・航空会社と提携を結び、陸海空の各輸送手段
が有機的に結合した複合一貫輸送体制を構築しました。

日本経済の復興が本格化した1950年代、海外進出する日系企業と
手を携え、国際的なフォワーディング事業を開始。1962年には米国
ニューヨークに初の現地法人である米国日通を設立しました。1970
年代に入り、国内の産業構造の輸出主導型への移行や、アジア諸国の
台頭といった世界情勢の変化を捉え、国際輸送分野の強化を施策の
一つに挙げ、1973年、アジア初の現地法人をシンガポールに設立す
るなど、国際輸送の体制固めを行いました。その後、米州・欧州・香港で
地歩を築き、90年代以降、中国・東南アジア・インドへ積極的に進出し
ました。

1995年の阪神・淡路大震災に際し、当時トラック事業者として災害
対策基本法上唯一の指定公共機関であった当社は、直後に災害対策
本部を設置し、関係各庁と連携しながら、国内だけでなく海外からの
救援物資等の緊急輸送を実施し、その責任を果たしました。以降も危
機管理規程の制定や、平常時の危機管理委員会設置など、物流とい
う社会インフラを支える使命の遂行に努めてきました。2011年の東
日本大震災では、広範囲に及ぶ道路・鉄道網の寸断に対し、陸海空の
あらゆる手段を駆使した輸送を行いました。

2011 東日本大震災で救援物資などを輸送
2013 日通NECロジスティクス株式会社を発足
2014 日通・パナソニックロジスティクス株式会社を発足
2015 株式会社ワンビシアーカイブズを子会社化
2017 Tokyo C-NEXがオープン
2018 築地市場の移転作業を実施

1872 陸運元会社設立  （日本通運の前身）
1937 日本通運株式会社を創設
1957 日通株を上場、純然たる民間会社として再出発
1959 300トントレーラによる初輸送を実施

1964 東京オリンピックを運ぶ  「ミロのヴィーナス」を運ぶ
1970 日本万国博（大阪）を運ぶ
1972 札幌冬季オリンピックを運ぶ
1974 「モナ・リザ」を運ぶ
1985 つくば万博を運ぶ
1990 花と緑の万国博を運ぶ

1995 阪神・淡路大震災で指定公共機関として救援物資などを輸送
1997 リサイクル輸送事業を開始
1999 インターネット通販配送本格稼働
2002 低公害車導入台数1,000台突破
2009 興福寺の国宝「阿修羅像」を運ぶ
2010 宅配便事業を郵便事業株式会社に承継

2013 イタリアの物流会社「フランコ・ヴァ一ゴ社」子会社化
2014 海外拠点500拠点を突破
2015 海外従業員20,000人を突破
2017 アフリカにケニア支店・モロッコ支店を開設
2018 イタリアの物流会社「トラコンフ社」子会社化
2020 米国の物流会社「MD社」子会社化

1957 国際航空貨物混載業務を開始
1959 ニューヨーク初代駐在員を派遣

1962 米国日通を設立
1973 シンガポール日通設立
1977 オランダ日通を設立
1981 英国日通、ドイツ日通を設立

1992 海外拠点200を突破
1994 上海日通を設立
2001 海外従業員10,000人を突破
2006 サンクト・ぺテルブルグ日通を設立
2007 インド日通を設立

※1998年度以前の海外売上高は、売上高の10%未満のため記載を省略しています。

日通グループ経営計画2012 新たなる成長へ

日通グループ経営計画2015 改革と躍進

日通グループ経営計画2018 新・世界日通。

日通グループ経営計画2023 ～非連続な成長 ”Dynamic Growth“～

グローバル市場で存在感を持つ
ロジスティクスカンパニー

2037年 ビジョン

国内での全国輸送ネットワーク・ 
陸海空の複合一貫輸送の構築

グローバルでのサプライチェーン
ネットワークの構築

国内外のサプライチェーンの維持／
サービスの多様化 社会と事業の持続的発展

日通ESG
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ソリューション
提案

探索／深化

課題発見 �
課題発見

変わらない事業創出プロセス

社会
発展の
原動力

新たな
価値
の創造

信頼
される
存在

物流課題
社会課題

モード別
輸送サービス

専門輸送
サービス

産業別輸送
サービス

グローバル・
ロジスティクス

グリーン
ロジスティクス

グローバル
SCM

ロジスティクス
情報システム

ロジスティクス
コンサルティング

ロジスティクス
デザイン

時代・社会を捉えた課題の掘り起こし
社会・産業の
将来像を見据え
プロアクティブに
価値を創出

�
サービス提供
事業化／収益化

トラック輸送 鉄道輸送

海上輸送 航空輸送

顧客の事業課題を解決 社会動向を読み解き描く、「あるべき未来」を実現するソリューションを提供

企業理念を軸とした、変わらない事業創出プロセスを通じて、物流課題・社会課題に対してソリューションを生み出し、事業化していく

時代に合わせた事業を創出
物流という社会インフラを通じて人々の生活を支える サステナブルな社会の実現への貢献

電機・電子産業
・IoTの拡大に伴う電子部品の需要拡大への対応
自動車産業
・生産部品物流ネットワークの強化
・EV化に伴うサプライチェーンの変化への対応
アパレル産業
・欧州の買収会社を軸としたハイファッションへの取組強化
・アジア等新興消費市場におけるファストファッションへの取組強化
医薬品産業
・GDP規制強化を機会としたビジネスモデルの刷新
半導体産業
・拡大する半導体産業への取組強化

物流課題・社会課題解決に資する
産業別プラットフォーム

企業
理念

日本通運グループの価値創造エンジン

日通ESG
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「すべては、物流を通して
  社会に貢献し、
  豊かな未来を創る、
  日本通運グループであるために」

日本通運グループの価値創造エンジン～物流を通じて社会課題を解決する～

産業別
プラットフォームの構築

P.38-39

産業ごとの現状や特性を踏まえたうえで、物流と先進技
術の組み合わせによるプラットフォームを構築し、産業課
題の解決に資するソリューションを提供していきます。

DXによる
新規事業領域の創出
将来の変化・社会課題を踏まえたバックキャストで、サステ
ナブルな社会の実現に貢献することを目的として、当社グ
ループの“未来の柱”になり得るデジタル技術を活用した
新しい事業領域を導きだし仮説の構築を行うとともに他
社との価値共創を通じて事業化を目指します。

カーボンニュートラル
時代の環境貢献事業の創出
自社だけではなく、パートナーやお客様などを含めたサプ
ライチェーン全体を対象とし物流プロセスにおけるCO₂
排出量の可視化などによりお客様の物流におけるCO₂
排出量削減ニーズに応えるソリューションを提供してい
きます。

グローバルネットワークの構築
日本経済の復興・成長、お客様のグローバル化に合わせて、世界の
各地域・国にて陸海空の物流ネットワークを構築し、グローバルで
のサプライチェーンを最適化するソリューションを提供してきました。

産業特性に応じた
サービスの提供
当社が持つ高い輸送技術や複数企業とのつながりといった物流の
強みに、産業特性への理解を付加することで、産業課題の解決を
図るソリューションを提供してきました。

P.40-41

P44-45

P.78

P.14-15

"物流という社会インフラを通じて
人々の生活を支える"とともに、
時代に求められる物流・社会課題を
プロアクティブに読み解き、
"サステナブルな社会の実現"に
貢献する

物流を通じた社会発展と
その前提となる地球・
社会環境の維持

強靭な社会インフラの構築と、
効率的なサプライチェーンの追求

探索／深化

物流という
社会インフラを
通じて人々の
生活を支える 企業理念

未 来

過 去

課題発見

サービス提供
事業化／収益化

サステナブルな
社会の実現
への貢献

日通ESG
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顧客最適、個別最適
日本国内市場中心

無形資産や非財務資本を生かした
価値創出を非明示的に実施

無形資産や非財務資本を生かした価値創出を
戦略的に実施

産業最適、社会最適
グローバル市場中心

社会システムの安定（途切れないサプライチェーン）

公平で安定的な雇用・ビジネス機会の提供

社会全体の輸送の効率化／最適化

事業におけるCO2排出量の削減

産業に応じた新しい価値の提供

フォワーディング
ロジスティクス
物流サポート他

事業のデジタル化とDXの推進

品質の向上と新価値の創造

持続可能でレジリエントな物流インフラの構築

ガバナンスの強化

従業員エンゲージメントの向上

社会に合わせた事業ポートフォリオ転換

社会に合わせたスタンスの転換

これまで 2037年に向けて2037年に向けて

産業別プラットフォームの構築

未来からバックキャストする創出価値
環境・社会の変化やテクノロジーの発展がもたらすさまざまな未来の
変化・課題を捉え、 DX関係者との共創により生み出す新たな価値

環境貢献事業

左記の価値提供による
事業機会の拡大

2023年

35万t 2030202020192018

事業を通じた
価値創出に
係るテーマ

価値創出の
源泉・価値の
棄損の回避に
つながるテーマ

マテリアリティへの取り組みを通じた事業／事業基盤の強化によりビジョン達成に向けた価値創出を積み上げていく

気候変動への取り組み

物流という社会インフラを通じて人々の生活を支える企業として、お客様・社会のニーズに応えるため
に“品質の向上と新価値の創造”や“持続可能でレジリエントな物流インフラの構築”に注力し、途切れ
ないサプライチェーンと安定的な雇用・ビジネス機会を提供するとともに、企業市民としての社会的責
務を果たすために“ガバナンスの強化”に取り組んできました。

サステナブルな社会の実現に貢献する企業として、積み上げてきた価値をベースに、社会・産業全体の輸送の効率化や最適化、あるいは、輸送におけ
る環境負荷の低減に貢献するサービスを国内外に広く提供していきます。そのために、これまで注力してきた取り組みに加え、“事業のデジタル化と
DXの推進”、“気候変動への取り組み”、“従業員エンゲージメントの向上”等の取り組みをより高次に深化させていきます。

「
す
べ
て
は
、物
流
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日本通運グループの価値創造
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企業理念

すべては、物流を通して社会に貢献し、豊かな未来を創る、日本通運グループであるために

ビジネスモデル

����� ���������������������

価値創出の源泉

事業

価値創出を支える基盤

従業員エンゲージメントの向上／ガバナンスの強化／持続可能でレジリエントな物流インフラの構築／気候変動への取り組み

外部環境変化 1.自然資本保護の要請
2.DXを発端とする大規模な社会構造変化
3.競合メガフォワーダーの台頭 など

製造資本

・倉庫面積 697万m2

・自動車台数 33,052台
・荷役・建設車両台数 8,852台
・内航船舶
（国内最大級RORO船ひまわり） 3隻※1

自然資本

・エネルギー使用量（原油換算）※2

330,863kl
・水使用量
（国内グループ計）1,140千m3

社会・関係資本

・80年にわたり築き上げた
信頼のおける世界最大規模の
ネットワーク
　 子会社 278社
　 関連会社 63社
　 海外 47カ国／地域733拠点
・顧客数（国内事業）約44,000社
知的資本

・ 創設80年の間に浸透した
 ブランディング
・ 陸海空のネットワークを駆使して
 輸送を行うノウハウ
・ 強みである「日本」で培った顧客
 基盤・事業をグローバルに成長
 させるナレッジ
・ ITを利用したソリューション

人的資本

・従業員数 （連結）72,366名

財務資本

・総資産 1兆6,318億円
・自己資本比率 35.7%

P.05 P.62-69

P.32-33

ロジスティクス

日本

売上高 1兆2,128億円
セグメント利益 519億円

海外

売上高 4,537億円
セグメント利益 222億円

警備輸送

売上高 692億円
セグメント利益 △9 億円

重量品建設

売上高 458億円
セグメント利益 52億円

物流サポート

売上高 4,478億円
セグメント利益 136億円

フォワーディング数量

海運 66万TEU

航空 72万t
（2020年1月～12月実績）

ROE 10.0 %

公平で安定的な雇用
ビジネス機会の提供

社会全体の輸送の
効率化／最適化

産業に応じた
新しい価値の提供

事業における
CO2排出量の削減

日通ESG

価値創造プロセス

グローバル市場における物流サービスを拡大し、社会・物流課題を
解決する産業別プラットフォームにより、新たな価値を提供する

提供する価値

日本通運の強み

多様な輸送モード
×

世界的なネットワーク
×

強い現場力

輸送×保管ロ
ジ
ス

ティ
クス
ソリュ

ーションの提供による価値
創
出デジ
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産業ごとの特性に応じた物流・情報サービス

社会システムの安定
（途切れないサプライチェーン）

社 会・消 費 者

自然資本

・CO2排出量の削減 18.1%削減
　2023年度目標30%削減（2013年対比）
・ 全車両保有台数に占める 
環境配慮車両保有台数割合 61.2%
　（国内グループ計）

・再生可能エネルギー普及への貢献
　風力発電施設設置基数 35基
　最大発電出力※3 85,700 kW

・グリーンロジスティクスの提案

知的資本

・ 物流人材育成を目的とした国内外での 
物流講座の実施

知的資本&人的資本
・ AI・RPA※4導入による生産性向上、 
人手不足の解消

社会・関係資本

・ 災害時指定公共機関としての役割
・ 国際平和に貢献する物資輸送
・ 雇用や社会課題解決を通じた地域社会への貢献

人的資本

・ ダイバーシティの推進
　女性新卒採用比率 38.8%

・ グローバル人材の育成
　海外勤務社員数 21,520名
財務資本

財務資本

・ 1株当たり配当金 年間185円

・ 当期取得した
自己株式の累計 1,264,100株

社外へのインパクト

自社へのインパクト(Internal Outcome)

(External outcome)

※1 共同保有を含む。
※2 日本通運単体と国内・海外の連結会社を集計（Scope1+2相当）。天然ガスは都市ガス13A、発熱量45GJ／千m3を適用。

※3 最大発電出力は当社グループ設置分。　※4 RPA：Robotic Process Automation
（注） 数値は2021年3月31日時点または2021年3月期実績
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